
別紙様式第18号(第256条第1項関係) 

(日本産業規格A4)  

 第 期 
  年  月  日から

  年  月  日まで 
営業報告書  

  ○○財務(支)局長  殿 

   年  月  日提出  

登録番号    ○○財務(支)局長 第 号  

商 号                  

所 在 地                  

執行役員名                 

ウェブサイトのアドレス           

  (記載上の注意) 

  1．法第188条第1項の登録申請書又は法第191条第1項の規定による届出書に旧氏及び名

を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を

変更する旨を届け出るまでの間、「執行役員名」に当該旧氏及び名を括弧書で併せて

記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

  2．投資主の請求により投資口の払戻しをする旨の規約の定めがある投資法人である場

合には、当該投資法人のウェブサイトのアドレス(そのウェブサイトがない場合に

あっては、その旨)を記載すること。 

 業 務 の 状 況  

 (1) 当期の業務概況 

 (2) 投資法人の純資産等の状況 

  ① 純資産の状況 

当期首残高 

追 加 出 資 出資の払戻し 

運用増減 当期末残高 出資

口数 
出資金額 

払戻

口数 
払戻金額 

千円 口 千円 口 千円 千円 千円 

  ② 投資口に係る募集等の状況 

発行年月日 
発行投資

口数 

当初出資金額 

(a) 

うち 

国外募集額 

(b) 

当初出資金額に占め

る国外募集額の割合 

(b／a) 

 口 千円 千円 ％ 

     

     

計 口 千円 千円 ％ 

 (記載上の注意) 

  1．本表は、当期末までの投資口の募集(金融商品取引法第2条第3項に規定する有価証

券の募集(投資口に係るものに限る。)をいう。以下同じ。)及び私募(同項に規定する



有価証券の私募(投資口に係るものに限る。)をいう。以下同じ。)の状況について記

載する。 

  2．「うち国外募集額」は、当初出資金額のうち国外募集に係る資金調達額を記載する

こと。 

  3．「当初出資金額に占める国外募集額の割合」は、小数点以下第2位以下を切

り捨て、小数点以下第1位までを記載すること。 

 (3) 保有有価証券の売買等の状況 

  ① 有価証券の売買状況 

区 分 
売 付 買 付 合 計 

備 考 
株数 金 額 株数 金 額 株数 金 額 

株 券 千株 百万円 千株 百万円 千株 百万円  

新株予約権証券        

国 債 証 券        

地 方 債 証 券        

特 殊 債 券        

社 債 券        

(うち転換社債型

新株予約権付社

債) 

       

そ の 他        

計        

  ② 先物取引等の状況 

区 分 売 付 買 付 合 計 備 考 

先 物 取 引 

株式に係

る取引 
百万円 百万円 百万円 

 

債券に係

る取引 

    

そ の 他     

オプション取引 

株式に係

る取引 

    

債券に係

る取引 

    

そ の 他     



  ③ 不動産の売買等の状況 

区 分 売 付 買 付 合 計 備 考 

賃 貸 用 

建 物 百万円 百万円 百万円  

土 地     

そ の 他     

賃 貸 用 以 外 

建 物     

土 地     

そ の 他     

  ④ その他の特定資産の売買等の状況 

区 分 売 付 買 付 合 計 備 考 

 百万円 百万円 百万円  

     

 (4) 執行役員及び監督役員の状況 

執 行 役 員 監 督 役 員 合 計 

名 名 名 

執行役員の異動状況 監督役員の異動状況 

前任者名  前任者名  

新任者名  新任者名  

 (記載上の注意) 

  1．「執行役員の異動状況」及び「監督役員の異動状況」は、当期中に異動があった者

を記載すること。 

  2．法第188条第1項の登録申請書又は法第191条第1項の規定による届出書に旧氏及び名

を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該旧氏及び名を

変更する旨を届け出るまでの間、「前任者名」又は「新任者名」に当該旧氏及び名を

括弧書で併せて記載し、又は当該旧氏及び名のみを記載することができる。 

 (5) 投資主総会決議事項の要旨 

 (記載上の注意) 

  1．当期中に、投資主総会の開催がない場合は、「該当なし」とする。 

  2．「(5)投資主総会決議事項の要旨」は、すべての決議事項の要旨を記載する

こと。 


